
屋内消火栓設備

令11条 令別表１

設置が必要な場合

主要構造部を耐火構造
難燃材料とする 対象の面積

✖

３倍

難燃材料とする 対象の面積

✖

２倍

準耐火構造 難燃材料とする 対象の面積

✖

２倍

消防長等の同意

法7条1項、令1条

消防長又は消防署長
同意
（原則として）

確認；建築主事
指定確認検査機関

許可；特定行政庁

ただし 同意を必要としない
防火地域及び準防火地域以外

専用住宅又は兼用住宅

非常警報器具又は非常警報
設備に関する基準

令24条２項

非常ベル、自動サイレン
放送設備

収容人数が20人以上

防火管理者

法8条

防火責任者
学校、病院、工場

事業場

収容人員が10人以上

収容人員が30人以上

収容人員が50人以上

消防法

自動火災報知器設備

令21条

延面積；300㎡以上 三号

延面積；500㎡以上 四号

床面積300㎡以上 地階、無窓階、3階以上の階

屋外消火栓設備

令19条

防火対象物のうち床面積が所定
の面積以上

9,000㎡以上 耐火建築物

6,000㎡以上 準耐火建築物

3,000㎡以上 その他

排煙設備に関する基準

令28条1項

地階又は無窓階
床面積

1,000㎡以上

防火対象物 令８条

スプリンクラー設備

令12条1項

舞台部の床面積

300㎡以上

地階

無窓階

４階以上

500㎡以上 その他

平屋以外の防火対象物
3,000㎡以上 病院

6,000㎡以上 その他

R3
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次の記述のうち、消防法上、誤っているものはどれか。ただ
し、建築物は、いずれも無窓階を有しないものとし、指定可燃
物の貯蔵又は取扱いは行わないものとする。

1 ．主要構造部を耐火構造とし、かつ、壁及び天井の室内に
面する部分の仕上げを準不燃材料でした延べ面積 2,000 m2、
地上 2 階建ての図書館については、屋内消火栓設備を設置しな
くてもよい。

2 ．地上 8 階建ての大学には、避難口誘導灯を設置しなくて
もよい。

3 ．遊技場及び飲食店の用途に供する複合用途防火対象物の
地階（床面積の合計 900 m2）については、ガス漏れ火災警
報設備を設置しなければならない。

❌

4 ．ホテルは、消防用設備等の技術上の基準に関する政令の
規定の施行又は適用の際、現に存する建築物であっても、新
築の場合と同様に当該規定が適用される「特定防火対象物」
である。
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 次の記述のうち、消防法上、誤っているものはどれか。ただ
し、建築物は、いずれも無窓階を有しないものとし、指定可
燃物の貯蔵又は取扱いは行わないものとする。

1 ．収容人員が 10 人の飲食店と、収容人員が 30 人の共
同住宅からなる複合用途防火対象物については、防火管理
者を定めなければならない。

2 ．事務所とホテルとが開口部のない準耐火構造の床又は
壁で区画されているときは、その区画された部分は、消防
用設備等の設置及び維持の技術上の基準の規定の適用につ
いては、それぞれ別の防火対象物とみなす。

❌

3 ．延べ面積 300 m2、平屋建ての図書館については、原則と
して、消火器又は簡易消火用具を設置しなければならない。

4 ．主要構造部を耐火構造とし、かつ、壁及び天井の室内に
面する部分の仕上げを準不燃材料でした延べ面積 2,000 m2の
展示場については、屋内消火栓設備を設置しなくてもよい。
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 次の記述のうち、消防法上、誤っているものはどれか。ただし、建築物
は、いずれも無窓階を有しないものとし、指定可燃物の貯蔵又は取扱い
は行わないものとする。

1 ．延べ面積が   350   m2のキャバレーについては、原則として、自
動火災報知設備を設置しなければならない。

2 ．消防用設備等の技術上の基準に関する規定の施行又は適用の際、
現に存する百貨店における消防用設備等が当該規定に適合しないとき
は、当該消防用設備等については、当該規定に適合させなければなら
ない。

3 ．準耐火建築物で、壁及び天井の室内に面する部分の仕上げを難燃材
料でした延べ面積1,000 m2、地上   2   階建ての専修学校については、原
則として、屋内消火栓設備を設置しなければならない。

❌

4 ．延べ面積 1,500 m2、地上  2  階建ての特別養護老人ホームで、火
災発生時の延焼を抑制する機能として所定の構造を有しないものについて
は、原則として、スプリンクラー設備を設置しな ければならない。
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 次の記述のうち、消防法上、誤っているものはどれか。ただ
し、建築物は、いずれも無窓階を有しないものとし、指定可
燃物の貯蔵又は取扱いは行わないものとする。

１．主要構造部を準耐火構造とした延べ面積 1,500m₂、地上 ₂ 
階建ての共同住宅で、壁及び天井の室内に面する部分の仕上げ
を難燃材料でしたものについては、原則として、屋内消火栓設
備を設置しなければならない。

２．地上 ₃ 階建ての事務所で、各階の床面積が300m₂のもの
については、原則として、３階に自動火災報知設備を設置し
なければならない。

３．各階から避難階又は地上に直通する ₂ の階段が設けられた地
上 ３階建ての工場で、各階の収容人員が 100人のものについて
は、原則として、３階に避難器具を設置しなければならない。

❌

４ ．延べ面積6,000m₂、地上₅ 階建てのホテルについては、
連結送水管を設置しなければならない。

H29
25

次の記述のうち、消防法上、誤っているものはどれか。た
だし、建築物は、 いずれも無窓階を有しないものとし、指
定可燃物の貯蔵及び取扱いは行わないものとする。

１．主要構造部を耐火構造とし、壁及び天井の室内に面す
る部分の仕上げを難燃材料で した延べ面積 2,100m2、地
上２階建ての展示場については、原則として、屋内消火栓
設備を設置しなければならない。

２．天井の高さ 12m、延べ面積 700m2のラック式倉庫
については、原則として、スプリンクラー設備を設置しな
ければならない。

３．小学校は、消防用設備等の技術上の基準に関する政令
等の規定の施行又は適用の際、 現に存する建築物であって
も、新築の場合と同様に消防用設備等の規定が適用される
「特定防火対象物」である。

❌

４．物品販売業を営む店舗と共同住宅とが開口部のない耐火
構造の床又は壁で区画され ているときは、その区画された部
分は、消防用設備等の設置及び維持の技術上の基準の規定の
適用については、それぞれ別の防火対象物とみなされる。

H28
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 次の記述のうち、消防法上、誤っているものはどれか。ただし、建築物
は、 いずれも無窓階を有しないものとし、指定可燃物の貯蔵及び取扱い
は行わないものとする。

１．準耐火建築物で、かつ、壁及び天井の室内に面する部分の仕上げを
難燃材料でした 延べ面積 1,500m 、地上２階建ての旅館については、原
則として、屋内消火栓設備を設置しなければならない。

２．同一敷地内にあり一の建築物とみなされる複数の準耐火建築物の
床面積の合計が6,000m 、平屋建ての美術館で、所定のスプリンクラ
ー設備を設置したものについては、当該設備の有効範囲内の部分につ
いて屋外消火栓設備を設置しないことがで きる。

３．延べ面積 10,000m のテレビスタジオ内にある床面積 500m の
通信機器室で、所定のハロゲン化物消火設備を設置したものについて
は、自動火災報知設備を設置しな いことができる。

❌

４．地上３階建ての特別支援学校(避難階は地上１階)で、各階の収容人
員が   20人以上のものについては、原則として、２階以上の階に避難
器具を設置しなければならな い。
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次の記述のうち、消防法上、誤っているものはどれか。ただし、建築
物は、 いずれも無窓階を有しないものとし、指定可燃物の貯蔵及び取
扱いは行わないものとする。

１．消防用設備等の技術上の基準に関する規定の施行又は適用の際、
現に存する幼稚園 が規定に適合しない場合であっても、当該消防用設
備等についての当該規定に適合 させなくてもよい。

❌

２．敷地面積 30,000m2、延べ面積 12,000m2、高さ 40mの耐火
建築物のホテルについては、消防用水を設置しなくてもよい。

３．延べ面積 10,000m2の地下街に設置する排煙設備は、消火活動上
必要な施設に該当する。

４．劇場及び飲食店の用途に供する複合用途防火対象物の地階(床面積
の合計が 600m2)については、ガス漏れ火災警報設備を設置しなくて
もよい。

H26
25

次の記述のうち、消防法上、誤っているものはどれか。ただし、建築物
は、 いずれも無窓階を有しないものとし、指定可燃物の貯蔵及び取扱いは
行わないものとする。

１．延べ面積 120m2、地上２階建ての飲食店については、消火器
又は簡易消火用具を設置しなくてもよい。

❌

２．防火対象物が開口部のない防火構造の床又は壁で区画されていると
きは、その区画 された部分は、消防用設備等の設置及び維持の技術上の
基準の規定の適用について は、それぞれ別の防火対象物とみなす。

３．地上５階建ての図書館には、避難口誘導灯を設けなくてもよい。

４．主要構造部を耐火構造とし、かつ、壁及び天井の室内に面する部分の仕
上げを不燃 材料でした延べ面積 1,500m2の遊技場については、屋内消火
栓設備を設置しなくてもよい。

H25
25

次の記述のうち、消防法上、誤っているものはどれか。ただ
し、建築物はいずれも無窓階を有しないものとし、指定可燃物
の貯蔵及び取扱いは行わないものとする。

１．主要構造部を耐火構造とし、壁及び天井の室内に面する部
分の仕上げを不燃材料でした延べ面積 1,300m2、地上３階建て
の劇場については、屋内消火栓設備を設置しなくてもよい。

２．延べ面積 275m2、地上２階建ての認知症対応型老人共同生
活援助事業を行う施設で、火災発生時の延焼を抑制する機能を備
える構造として所定の構造を有するもの 以外のものには、原則
として、スプリンクラー設備を設置しなければならない。

３．カラオケボックスには、延べ面積にかかわらず、原則として、
自動火災報知設備を 設置しなければならない。

４．博物館は、消防用設備等の技術上の基準に関する政令等の規定の
施行又は適用の際、 現に存する建築物であっても、新築の場合と同様
に消防用設備等の規定が適用される「特定防火対象物」である。

❌

避難誘導灯 令26条 令別表１

ガス漏れ火災警報設備 令21条 令別表１

消火器又は簡易消火用具 令10条 令別表１

避難器具 令25条 連結送水管 令29条

消防用設備等の技術上の基
準に関する規定

特定防火対象物

法17条 令34条

既存建築物 適用除外を行わず

消防用設備等の設置及び維持に
ついて規定に適合させなければ
ならない

多数の者が出入りするものとし
て政令で定める防火対象物

消防用水 令27条

排煙設備 令7条
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次の記述のうち、消防法上、誤っているものはどれか。

1 ．図書館は、消防用設備等の技術上の基準に関する政
令等の規定の施行又は適用の際、現に存す る建築物であ
っても、新築の場合と同様に消防用設備等の規定が適用さ
れる「特定防火対象物」である。

❌

2 ．天井の高さ 12 m、延べ面積 700 m2のラック
式倉庫については、原則として、スプリンクラー設備
を設置しなければならない。

3 ．地階に設ける駐車場で、床面積が 1,000 
m2のものについては、原則として、排煙設備を
設置しなければならない。

4 ．延べ面積 6,000 m2、地上 5 階建てのホテ
ルについては、原則として、連結送水管を設置し
なければならない。


